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 2011年 3月 11日に発生した東日本大
震災では ,死者 15,879 名 ,行方不明者
2,700 名,負傷者 6,120 名,合計 24,711 名
の人的被害を残し,家屋の被害について
は,全壊 128,911戸,半壊 268,882戸,全半
焼 279 戸,床上浸水 19,790 戸,床下浸水
15,630戸,一部破損 73万 3,719戸であっ
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図６ 第 3回の実施風景 
 























































































Part Two:  Educational Objectives (What are the teaching goals?)
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 Project WET のアクティビティを利用
して,水の希少性・重要性,水の物理的特
性などを理解し,また,東日本大震災の 1
年後に合わせて,防災意識を高めるため
のプログラムを小学校 3年生の 3学期に
90分×3回の授業を総合的な学習の時間
を利用し,大学生が中心となり実施し
た.Project WETはアメリカ由来の水環境
教育であるが,日本人に対しても効果的
であることが分かった.また,大学生を指
導者として実施することが可能であるこ
とが分かった.GreenSchool として大学
生や市民のボランティアを組織すること
で日本の多くの小学校での実施が可能と
考えられる.「行動を起こせ！」を教室で
行い,宿題として家族で災害時の避難経
路や持ち出し品について話し合わせるこ
とは,児童と保護者の災害意識を高め,保
護者からの評価も高かった.市町村など
の自治体は,ホームページやパンフレッ
トにより,ハザードマップや災害時持ち
出し品リストを市民に提供しているので,
これを利用することにより,地域ごとの
教材を準備することができる.地域によ
っては,地震や火災などの災害と,洪水な
どの水害の場合では,避難先が異なる場
合もあり,学校や各家庭において,自治体
の指導を確認する機会を持つことも重要
である.
